大阪府条例第　　　号

大阪府政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例
大阪府政務活動費の交付に関する条例（平成十三年大阪府条例第六十一号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（会派に対する政務活動費）
第四条　（略）
２　（略）
３　月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名、議員の所属会派からの脱会若しくは除名又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活動費の額については、第一項の規定により計算した額から、当該事由が生じた議員に係る当該事由が生じた日の翌日以降のその月の現日数を基礎として日割りをもって計算した額を減じた額とする。一の会派が他の会派と合併し、又は会派が解散した場合も同様とする。
４　（略）
（議員に対する政務活動費）
第五条　（略）
２　任期開始の日が月の途中である議員には、その月の政務活動費は交付しない。
３　月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活動費の額については、その月の現日数を基礎として日割りをもって計算した額とする。
４　（略）
（政務活動費の返還）
第十一条　（略）
２　会派又は議員は、第四条第三項又は第五条第三項の規定により計算した額を超える政務活動費の交付を受けたときは、議長が規程で定めるところにより、その超える部分の金額に相当する額の政務活動費を速やかに返還しなければならない。
	（会派に対する政務活動費）
第四条　（略）
２　（略）
３　月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名、議員の所属会派からの脱会若しくは除名又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活動費の額については、これらの事由が生じなかったものとみなして算定する。一の会派が他の会派と合併し、又は会派が解散した場合も同様とする。
４　（略）
（議員に対する政務活動費）
第五条　（略）
２　任期開始の日が月の途中である議員には、当該月の政務活動費は交付しない。
３　月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活動費の額については、これらの事由が生じなかったものとみなして算定する。
４　（略）
（政務活動費の返還）
第十一条　（略）


	
	


附　則
　この条例は、令和四年四月一日から施行する。
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